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１．はじめに

　近年、都市部における土地取引に当たっては、土壌汚染が判明した土地の利用転換・流動化が進まずに遊休化・放置される事例や、開発業者や最終利用者が用地を習得した後に汚染が発覚し、開発断念や契約解除に発展する事例が増加しており、これを契機に土地取引市場においては土壌汚染に関する土地取引上のリスクが一層強く意識されるようになってきている。

　また、土地取引市場においては、土壌汚染に関する土地取引上のリスクの問題は比較的最近になって認識されるようになってきた問題であり、既存の通常の取引知識では十分に対応しきれない面があるほか、汚染が発覚した場合の不利益が大きいという特徴がある。こうした状況は将来的には、取引事例の蓄積とともに次第に克服されていくと考えられるが、そのような段階に至るまでの社会的損失は決して少なくないと考えられる。

　この論文は、こうした問題意識の下に、どうしたら土壌汚染に対する不利益を最小限に押さえられるのか、また、企業においてどのような対策を講じれば良いのかを論ずる目的で作成する次第である。
　そして、来春、住宅メーカーに就職する際、土地取引における土壌汚染問題に関して少しでも理解を深めたいと考えている。
２．土壌汚染とは

環境省・中央公害対策審議会では土壌汚染の環境基準等を決定する際の会議の中で、土壌汚染が他の水質・大気汚染と比較して以下のような特徴があることを挙げている。

1 土壌は組成が複雑である。
2 土壌汚染による人の健康への影響は、動植物を通じて間接的に現れる。

3 土壌汚染は排出源がなくなっても軽減されにくい。

4 土壌の多くは私的財産である土地を構成している。

すなわち、土壌が汚染している場合、技術的な問題もさることながら不動産としての土地の土地取引、他人の土地まで汚染してしまった場合の対処など、多くの社会的問題が絡んでくることを示している。このことが、土壌汚染の問題を難しいものにしている。

　また、土壌汚染の定義の問題がある。狭義に土壌汚染とは、環境基準に規定された汚染物質が基準値を超過した土壌を示す。しかし、一般社会ではそれだけでは対処できない問題も出てくるのだ。例えば、油類は現在環境基準に規定されないからといってそのまま通常の土壌として扱えるものではない。基準対象物質は検出されなくとも、異臭のするものなども同様である。また、明らかに人体には有害である物質を多く含むもの（例えば、要監視項目に規定される物質）も同じように一般土壌と同じ扱いは出来ないだろう。これらの土壌は法的な決まりのない中で、広義な土壌汚染として扱わなくてはならない。
　物質の性状についても大変複雑である。環境基準は重金属については元素名で示されているが、一つの元素にはいろいろな形態があり、それぞれ性質も大きく異なる。また、有機化合物の場合、土壌中で少しずつ分解されていくものもあり、分解過程で有害な中間産物（非意図的生成物）が出来てしまう事もある。

　地下の構造も簡単ではない。特に日本の地質構造は複雑で多くの地層によって形成されている。各々の地層を形成するものが砂と粘土では水の通し方が異なるため地下水の挙動に大きな影響を与える、また、一口に粘土といってもそれを形成する粘土鉱物の違いによって汚染物質の吸着能力等に大きく違いが出ることもある。

　ここに書いたことからでも、法律・化学・地質等の多くの知識と経験が必要であることがわかる。すなわち、一つの現場の一技術者だけでは解決出来ない問題があるのは当然の事である。
３土壌汚染問題の現状
３－１．土壌汚染判明件数の推移

わが国においてどのくらい土壌汚染があるのだろうか。市街地の土壌汚染の全容について公表されたデータは、残念ながら存在しない。

　唯一、環境省が地方自治体に土壌・地下水汚染にかかわるアンケート調査を行い、「土壌汚染調査・対策事例及び対応状況に関する調査結果概要」として公表されている。年度別の調査事例数、超過事例数件数は下記の図の通りである。
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　この調査結果から分かるように、年々土壌汚染判明件数は増加している。

　
３－２．土壌汚染の発生原因
　それでは次に、土壌汚染の発生原因を見てみよう。下記の図は「平成１２年度土壌汚染調査・対策事例及び対応状況に関する調査結果概要」からの出典である。
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最も多いのが、汚染物質の取り扱いが不適切で漏れたことによるものであるが、上位の３つは、いずれも、取り扱いや管理に問題があると思われるものである。
　この表でもわかる通り、如何に今まで土壌汚染に対する問題意識が低くかったかを露呈している。
３－３．土壌汚染対策費用

　土壌汚染の対策費用は、土壌の程度（汚染物質の種類・濃度、広さ、深さなど）、土壌汚染の場所、土壌の性状、浄化期間などにより大きく異なり、一概に言うことは難しい。また、対策費用は、どのような対策を講じるかによっても異なる。そこで、土壌汚染の浄化費用がどの程度大きいのかを一応の例として下記の図で記そうと思う。
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４．土地取引に於ける土壌汚染の考え方

　土壌汚染は、通常は地中の特定の部分に分布し、地表から見ただけで十分に識別できないため、極論すれば地中の土砂を全て掘り出した上で、徹底的な精査を行わない限り、その存否を「完全に」把握することは出来ない。しかしながら、汚染対策を行うことによって得られる利益を度外視して、際限のない調査・対策コストをかけることは合理的とはいえないので、実際には、土壌汚染の存在確率やその確率分布を考慮した対応がとられることとなる。このような特性から、土壌汚染については、合理的な調査や汚染対策を行ったにも関わらず、その後、汚染が発覚する事が「絶対に」ないとは言い切れないのである。

しかし、土地取引後に土壌汚染が発覚した場合、契約の取消をはじめ、不法行為責任や瑕疵担保責任が問われる場合があり、もし、契約の取消がない場合も、土壌汚染の浄化の為に莫大な費用を負担させられる場合がある。
　これらの、土壌に関する土地取引上のリスクが存在するにも関わらず、それに対する適切な対応を怠り、土地の取引後または利活用の段階になって問題が顕在化した場合には、問題が容易に解決せず、莫大な費用がかかる。その為、土壌汚染問題がいつ顕在化されても企業の大きな危機にならぬよう、日頃から適切な「リスクマネジメント」を行う事が大切であると思う。

　

５．土壌汚染に関するリスクマネジメント
それでは「リスクマネジメント」とは何だろうか。ここでは、簡単にリスクマネジメントの説明をしたいと思う。

　リスクマネジメントに関する画一的な定義は存在しないが、2001年3月に日本工業規格（JIS Q2001）」では、「リスクに関して、組織を指導し管理する、調整された活動」と定義している。ここでは、リスクマネジメントをもう少し具体的かつ分かりやすくするために、次の様な定義にする。　
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　企業を取り巻く社会環境は急速に変化しており、リスクも多様化している。リスクマネジメントとは、企業活動の健全性を保つために、予想されるリスクを的確に捉え、管理（マネジメント）していくことである。
　さて、それでは次から、実際にリスクマネジメントのプロセスをご紹介しよう。次の４つのステップでリスクマネジメントは実施される。

５－１．リスクマネジメントの全体的な流れ

　ステップ１　リスクの発見・確認
　自社において、何処に、どの様なリスクが存在するかを的確に洗い出す。実際の作業においては、部署ごとにリスクの洗い出しが必要であり、リスクマネジメントの中で最も労力を要する作業でもある。
　ステップ２　リスクの分析・評価

　発見・確認したリスクを、リスクの「発生頻度」と、発生した場合の「損害規模」を予測し、企業活動への影響度を評価する。これにより、企業としての対応すべきリスクの優先順位が明らかになる。

　ステップ３　リスクの処理

　リスクの処理の手段としては、大きく分けて「リスクコントロール」と「リスクファイナンシング」がある。リスクコントロールとは、企業が被るかもしれない損害を緩和する、あるいは排除する事前処理策である。一方、リスクファイナンシングとは、万一の損害に備えた資金的手当を行うことである。

　具体的なリスクコントロールおよびリスクファイナンシングとしては、以下のような手段がある。通常1つのリスクに対して、リスクコントロール、リスクファイナンシングそれぞれから1つ以上の手段を選択・適用する。

＜リスクコントロール＞

　リスクの回避：リスクに関わる事象（人・物・活動）との関係を絶つ。（例：事業から撤退）

　リスクの軽減：事故や災害が発生する可能性を低減させ、損害拡大の防止策を講じる。（例：点検・整備、消防設備の充実）

　リスクの移転：契約などにより、第三者にリスクを移転させる。（例：土地を購入する際、売買契約によって、土壌汚染リスクを売主に転嫁する）

＜リスクファイナンシング＞
　リスクの保有：損害が発生した場合の資金を企業自身で調達する。（例：経常費処理、準備金の設立）

　リスクの転嫁：契約により損害を第三者に転嫁する。（例：保険、共済、基金）

ステップ４　結果の検証

　採用したリスクの処理手段が適切に実施されているか、事故や災害による損害の状況は改善しているか等を検証し、必要に応じて見直しを行う。

　通常、リスクマネジメントとは、企業を取り巻く「あらゆるリスク」を対象に実施されるものである。従って、土壌汚染も一つのリスクとして洗い出され、各種対策が行われることになるが、ここでは、対象とするリスクを土壌汚染に限定し、具体的な対策である「リスク処理」（「リスクコントロール」と「リスクファイナンシング」）を中心に説明する。

　

５－２．　リスクコントロール
a. 土地における有害物質の調査を徹底＜リスクの回避＞
　調査の主体者が土地所有者である以上、法律上の調査命令が下らない限りは調査をする必要はない。しかし、自主的に調査を行うことにより、利害関係者からも信頼され、適切で効果的な土地取引を将来に渡って持続する事が出来る。
b. 適切な調査・浄化業者を選定＜リスクの移転＞
汚染調査・浄化作業のほとんどは調査・浄化会社に委託して実施する以上、企業としてリスクをコントロールできるポイントは、適切な調査・浄化会社を起用する事である。

ここ数年の土壌汚染ビジネスは、調査や浄化技術の発展が著しく、価格・技術の両面において過当競争の傾向にある。企業としては少しでも安い業者を起用したいと考えるだろうが、価格面だけで選定するのは危険である。企業自らが土壌汚染に関する知識を身につけ、技術的にも信頼出来る業者選びをすることがリスク対策の重要なポイントである。

c. 汚染を発見したら放置しない＜リスクの軽減＞
土壌汚染は、放置していても短期間で自然に改善されることはほとんどない。さらに、揮発生有機化合物のような移動性に富んだ物質による汚染の場合、放置しておけば時間の経過とともに徐々に汚染範囲を拡大し、自社の土地だけでなく、周辺の土地まで汚染する可能性がある。そうなると、自社の土地の浄化費用だけでなく賠償責任の問題も浮上する。また、自社の土地が汚染されているにも関わらず、それを放置しているという事実が内部告発や社外組織の調査等によって外部に漏れ、企業の信頼やイメージを大きく失墜するといったケースも考えられる。
５－３．　リスクファイナンシング

　リスクファイナンシングとは、損害が発生した場合に備え、必要な資金繰りをあらかじめ計画し、準備しておく手法である。ここでは、土壌汚染が発生した場合を想定したリスクファイナンシングの手法を説明する。なお、土壌汚染に関しては、企業イメージダウンなど、非金銭的な損害も小さくないため、まずは、リスクコントロールから策を優先させ、可能であれば、リスクファイナンシングについて検討すべきである。
a. 保険の活用＜リスクの転換＞
　保険の種類は、第三者への損害賠償を補償する保険、土壌汚染の浄化費用を補償する保険、浄化費用の見積超過分を補償する保険など様々なものが大手損害保険会社を中心に発売されている。ただし、契約に当たっては、さまざまな条件があることや容易に保険を入手できない場合があるので、留意が必要である。

b. 経常費処理＜リスクの保有＞
　特段の資金的手法を行わず、土壌汚染による損害が発生した場合にその都度、経常費等で財務処理を行う方法。この方法は、汚染調査をいくら徹底していたとしても、資金に潤沢な大企業は例外として、中小・中堅企業の場合には、企業経営に大きな影響を与える可能性がある。

c. 引当金・準備金＜リスクの保有＞
　将来の汚染発生に備え、土壌の浄化や賠償金等の損害額を事前に積み立てておく方法。ただし、損害額を予想することが困難なこと、そして、現在わが国では、このような引当金・準備金に税金を課しているため、あまり現実的な方法とは言えない。

ここで紹介したリスクコントロール、リスクファイナンシングの方法は、どの方法をとるのが最良であるか、一概に言う事は出来ない。

自社の財務状況やリスクの大きさを想定し、費用対効果を考え、適度に経営資源を投入してリスクを軽減させることが大切である。

６．土地売買契約締結に当たっての留意事項

　土地取引に際しては、合理的と考えられる対応を講じた場合においても、土壌汚染が存在するリスクを「完全に」根絶することには限界があり、土地取引が終了した後の段階において、土壌汚染が発覚することが「絶対に」ないとは言い切れない。
　仮に、土地売買後に土壌汚染問題が発生してしまった場合には、瑕疵担保責任等の問題として対応が検討されることとなるが、売主に資力がないときや企業解散等により売主が存在しなくなったとき等、事実上損害賠償の請求が不可能となる場合も考えられる。

　こうしたことから、土地取引の実務においては、万一土壌汚染が発覚した場合にどのような問題が発生しうるのか、また、どのような対応が必要となるのか等を考慮した上で、問題点となりうる要素をできるだけ未然に解消しておくとともに、出来るだけ迅速かつコストをかけずに解決しうるような関係を構築しておくことが重要である。売買契約の締結は、あくまで自己責任をもって行われるべきであるが、例えば（１）～（３）に掲げる点に留意して契約を締結する事により、土壌汚染問題への迅速かつ適切な対応や消費者の利益保護が図られ、ひいては、このことにより土地取引への信頼性が確保され、円滑かつ安全な土地取引が出来る様になると考えられる。
（1） 売買の前提となる事実（土地の履歴情報等）の告知について
　瑕疵担保責任上の瑕疵とは、「隠れたる瑕疵」のことであり、例えば、既存の調査結果等に基づき、取引段階で明確に汚染の存在を告知していた場合は、その内容は同制度上の瑕疵には該当しないと考えられる。この様な事情から、契約段階において、その前提となる事実の告知の内容は重要な意味をもつといえる。
　以上の事から、売主は、契約の締結に当たっては、あらかじめ、土地の利用履歴、周辺の土地の用途、土壌汚染対策法の区域指定及び解除経緯、土壌汚染に関する調査結果等契約の前提となる事実について買主に告知するとともに、告知した内容を契約書又はこれに関連する文書の中で明示しておく事が望ましい。この際には、調査結果についても、単に調査結果の概要だけでなく、調査レポート全体を、売主から買主へ引き渡す事が望ましいと考えられる。

（2） 瑕疵担保責任の成立要件について
　瑕疵担保責任については、契約の中で、どのような場合を瑕疵とみなすかについて定めておくことが望ましく、この点について不明確さがある場合には様々なトラブルの原因となり得ることに留意が必要である。

　例えば、化学工場跡地である旨や過去に土壌汚染の噂があった旨を説明して売却されたような場合で、土壌汚染の可能性は言及されていたものの、具体的な土壌汚染調査は行っておらず、土壌汚染の存否に関する認識が必ずしも明確になっていなかった状況下で、売買契約後に土壌汚染が発覚したというような場合に、その土壌汚染が「隠れたる瑕疵」といえるかどうかについては、契約の内容や契約締結時の状況等を踏まえ、土壌汚染が存することを前提に契約が締結されたか否か（土壌汚染の存在を前提に売買価格が決定されたか否か）を総合的に勘案して判断するほかないと考えられる。しかし、いずれにしても、こうした状況が生じた場合には、瑕疵の存否をめぐる判断が紛糾することも多いと考えられる。こうした観点からは、契約締結時に、土地の使用目的や土壌汚染の定義や土壌汚染の存否・分布状況に関する認識を明確にしておき、特約によって瑕疵担保責任の成立要件を明確にしておくことが非常に重要である。
（3） 瑕疵担保責任に基づく損害賠償の範囲等について
　瑕疵担保責任に基づく損害賠償の範囲は、契約において予定された使用目的に合致させるための対策費用が基本となるが、現実の契約においては、建物の撤去費用等の不測の損害等も含め、不法行為責任上の損害賠償との相違を特に区別せずに取り扱っているのが実態である。いずれにしても、こうした損害賠償に関するさまざまな事項を視野に入れつつ、契約上、損害責任の範囲に関する考え方を明確にしておくことが望ましいと考えられる。
　また、土壌汚染により売買契約の目的が達成できない場合は契約を解除することが可能であるが、このためには、解除の前提となる売買契約の目的（土地の想定用途等）を明確にしておくことが必要である。

　損害賠償の範囲を明確にすることで、売手側としても賠償責任を問われた際の費用を想定する事が出来、その後の対処も迅速に行われると考えられる。

７．土地取引に於ける土壌汚染問題の今後
　土壌汚染問題は、土地取引に於ける買主・売主企業の利益や損害、または個人の生活が複雑に交差した、解決の糸口がなかなか見つからない大きなテーマである。何が正しく何が不正なのか暴くことはもちろん重要であるが、それ以上に、まず社会全体が「土壌汚染は深刻化している」という現状をしっかりと理解し対処していくことが、何よりも重要であると思われる。
今後、更に土壌汚染問題は深刻化し、土地取引に於いては莫大な損害が多くの企業で生じると思われる。そして、それに伴って、土地取引に於ける規制の拡大や周辺住民、利害関係者からの汚染調査開示請求なども当たり前の様に実施される様になると予想される。
そんな土壌汚染問題が深刻化しつつある今だからこそ、土地取引に於ける土壌汚染問題に対する適切なリスクマネジメントが急務なのである。
以上
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